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「藤沢市民病院西館等再整備基本計画」策定支援業務委託仕様書 

 

１ 業務名 

「藤沢市民病院西館等再整備基本計画」策定支援業務 

 

２ これまでの経過について 

藤沢市民病院（以下「当院」という。）の西館については、１９８９年（平成元年）の

竣工以来３５年が経過し、給排水管及び空調換気設備の抜本的な改修は行っておらず、

各所で漏水や管の詰まりによる排水不良等が頻発しています。 

このような状況を踏まえ、２０２５年（令和７年）２月に策定した「藤沢市民病院西館

等再整備基本構想」（以下「基本構想」という。）では、次の施設整備手法について検討を

行いました。 

①「病院機能を維持しながらの改修」 

②「仮設を建設しての改修」 

③「建替え」 

検討を行う中で、『①は、現状、当院には入院患者を移動させる病室の余剰スペースが

無いため、改修を行うにしても西館の診療科と入院患者を制限しなければならず、当院

の運営上、大きな影響を及ぼす可能性があることや、騒音・振動が発生するため、手術室

等を含む病院機能を複数回停止する必要があり、患者の生命に係わるリスクがあり現実

的ではない。②は、仮設を建設した場合、当院は手術室や集中治療室など特殊な機能を備

える必要があることや、厳しい衛生環境が求められること、更には最終的には解体を行

う必要があるため、経済的な観点から現実的ではない。病院運営上の課題等を勘案する

と③の「建替え」が現実的である、という結論になります。』（基本構想より。） 

しかしながら、昨今の建設コスト高騰等により他市では入札不調による計画の変更や

断念といった事例が生じていることから、改めて当院の現状、課題を整理し、最適な施設

整備手法を導き出したうえで地域の基幹病院として地域に求められる医療を安定的に提

供できる「基本計画」を策定することとしました。 

 

３ 「基本計画」策定の進め方 

「基本計画」の策定工程を 2段階に分け、第 1段階では「最適な施設整備手法の検討」、

第 2段階では「第 1段階に基づく具体的な基本計画の策定」を行います。 

 

４ 業務の目的について 

本業務は、「基本計画」策定の第１段階として、再整備を行う上でコスト縮減につなが

る最適な施設整備手法について改めて検証するとともに、今後想定される大規模投資を

踏まえた事業収支シミュレーションを併せて行うものです。 

 第１段階 第２段階 

目的 

⚫ 基本構想に基づいた西館、救命救急センター

等の最適な施設整備手法の選定 

⚫ 基本構想に基づいた医療機器や医療情報シス

テム等の計画的配備による概算事業費の算出 

⚫ 中長期的な事業収支シミュレーション及び社

会情勢を踏まえた当院のあるべき姿 

最適な施設整備手法に基づく具体

的な基本計画の策定 

⚫ 部門別の運用計画 

⚫ 設計者選定に関する支援 

⚫ パブコメ等の支援 
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５ 履行期間（予定） 

契約締結日から２０２６年（令和８年）３月３１日まで 

ただし、中間報告は２０２５年（令和７年）１２月１５日までに行うこと。 

 

６ 業務内容 

（１）施設の現状と課題の整理 

ア 建物の調査 

（ア）西館、エネルギー棟、救命救急センターに関する建物の現状把握 

（イ）改修修繕履歴等の収集・整理、現地調査 

（ウ）耐用年数から推定した老朽化の分析と課題の整理 

（エ）その他課題の整理 

イ 医療機器の調査 

（ア）現有機器の調査及びリストの作成  

（イ）使用耐用年数（更新推奨時期）に関する調査（必要に応じてヒアリングの実施） 

（ウ）新規購入や更新が必要と考えられる医療機器の年度別概算事業費の整理 

（エ）その他課題の整理 

（２）施設整備手法の検討 

ア 基本構想を基に（１）を踏まえた施設整備手法の比較検討及び最適な施設整備手法

（案）の選定。比較にあたっては、各施設整備手法における工事計画と手順（案）の作

成、概算事業費の算出、事業収支シミュレーションの作成 

イ 最適な施設整備手法（案）に即した院内保育所、救急ワークステーション等の移転手

法の検討及び概算事業費の算出 

ウ 最適な施設整備手法（案）に即した受水槽をはじめとする災害拠点病院として求め

られる設備・機能の配備手法の検討及び概算事業費の算出 

（３）医療情報システムの計画的配備の検討 

ア 現有システムの調査及びリストの作成 

イ 新規購入や更新が必要と考えられるシステムの年度別概算事業費の整理 

ウ その他課題の整理 

（４）（１）～（３）を踏まえた中長期的な事業収支シミュレーションの作成と社会情勢を

踏まえた当院の今後のあるべき姿の提案 

（５）多様な資金調達の提案 

（６）会議等の運営支援 

ア 藤沢市議会、再整備検討委員会及び再整備検討会議等での支援 

イ 会議・委員会等で使用する説明資料の作成や会議等における議事録の作成 

 

７ 報告書等の提出 

（１）本業務における成果として、次に定める報告書等を提出すること。 

 ア 中間報告書 

   中間報告書及びその概要版と付随資料について、紙及び電子データにて２０２５ 

年（令和７年）１２月１５日までに提出すること。 

 イ 最終報告書 

   最終報告書及びその概要版と付随資料について、紙及び電子データにて２０２６ 

年（令和８年）３月３１日までに提出すること。 
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（２）提出形態 

ア 紙資料 

   A4判・ファイル綴じ：２部 

   本業務で作成した全ての資料を整理してとりまとめたもの。 

 イ 電子データ 

電子媒体（CD-Rまたは DVD-R）で正副各１部（計２部）納品するものとする。 

データは直接印刷が可能な解像度の完成原稿の形（PDF）についても格納するものと

します。また、編集が可能であるデータ形式（MS-Word、MS-Excel、MS-PowerPoint等）

で原稿及びその添付図（グラフ・図形・写真等）、根拠資料等一式を納品するものとし

ます。データは整理して Windows対応の電子媒体に格納するものとします。 

（３）提出先 

   藤沢市民病院 病院総務課 再整備担当 

住所：〒２５１-８５５０ 神奈川県藤沢市藤沢２丁目６番１号 

電話：０４６６-２５-３１１１（内線８４２４） 

Ｅメールアドレス：fj2-byoin-s◎city.fujisawa.lg.jp 

※「◎」は「＠」と読み替えてください。 

 

８ 実施体制 

（１）統括責任者 

委託者との情報共有、進捗・課題管理を行う統括責任者を配置すること。 

（２）人員配置 

業務を実施する担当者については、委託期間中、原則として同じ人員を割り当て、 

特別な理由がない限り、メンバーは固定化するよう努めること。 

なお、委託者が業務の進捗状況や業務内容について支障があると判断した場合、実施

体制を含め速やかに対応策を検討すること。 

（３）業務場所 

本業務委託に係る打合せは基本的には対面で行うこととし、必要に応じてオンライ

ン会議システムを活用すること。 

 

９ 留意事項 

本仕様に定める業務に係る実務経費は、すべて契約代金に含まれるものとします。 

 

１０ 再委託の禁止 

  業務の全部又は一部を第三者に委託又は請負わせることはないこととします。ただし

一部でかつ主要な部分を除き、あらかじめ委託者の書面による承諾を得た場合はこの限

りではなし。 

 

１１ 報告書等の使用及び著作権 

（１）本業務の遂行により生じた著作権（著作権法（昭和４５年法律第４８号）第２７条 

及び第２８条に定められた権利を含む。）は全て委託者に帰属するものとします。 

（２）第三者が権利を有する著作物（写真、音楽等）を使用する場合には、著作権、肖像 

権等に厳重な注意を払い、当該著作物の使用に関して費用の負担を含む一切の手続き

を受託者において行うこと。 

（３）委託者が所有する資料（写真等）を使用する場合には、協議の上で調達可能なもの 

は委託者が貸出し・提供することとします。 
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なお、受託者に貸出し予定の資料は次のとおりです。 

ア 改修修繕履歴等の資料 

（ア）平成２０年３月 藤沢市民病院エネルギー棟等劣化診断調査報告書 

（イ）令和２年１２月 藤沢市民病院西館等設備劣化調査診断委託配管劣化診断報告書 

（ウ）令和６年８月 西館８階西側汚水配管交換修繕工事に伴う報告資料 

 イ 固定資産台帳 

（４）本仕様に基づく業務に関し、第三者との間で著作権に係る権利侵害の紛争等が生じ

た場合には、当該紛争等の原因が専ら委託者の責任に帰す場合を除き、受託者は自らの

責任と負担において一切の処理を行うこと。 

 

１２ 個人情報の保護 

  本業務を処理するための個人情報の取り扱いは、個人情報の保護に関する法律（平成 

１５年法律第５７号）、藤沢市個人情報の保護に関する法律の施行等に関する条例（令和 

４年藤沢市条例第１７号）、別紙「データの保護及び秘密の保持等に関する仕様書」を遵

守すること。 

 

１３ 障がいを理由とする差別の解消の推進 

  受託者は、障がいを理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成２５年法律第６ 

５号）に定めるもののほか、藤沢市における障がいを理由とする差別の解消の推進に関

する対応要領第４条及び第５条の趣旨及び藤沢市職員サポートブックの内容を踏まえ、

障がい者に対する適切な対応を行うこと。 

 

１４ 地球温暖化対策への取組 

  藤沢市地球温暖化対策実行計画の趣旨を理解し、第５章の各取組項目を実施するよう

努めること。 

  

１５ その他 

（１）本仕様は、本業務の概要を示すものであり、本仕様に定めのない事項については、

当院と協議の上で決定すること。 

（２）「６ 業務内容」の作業項目及び作業スケジュールの詳細については、当院と協議の

うえで決定すること。 

（３）委託者は、業務期間中いつでもその業務状況の報告を求めることができるものとし、

受託者は、その求めに応じなければならない。 

（４）委託者は、この契約に基づく業務を設計する各項目において、単価は消費税及び地

方消費税抜きで計算するものとします。単価に時間及び数量等を乗じた金額に１円未

満の端数が生じる場合は、項目ごとにその端数金額を切り捨てて計算するものとし、

各項目を合計した金額に消費税及び地方消費税を計算した金額を支払金額とします。

なお、支払金額に端数金額が生じた場合については、「国等の債権債務等の金額の端数

計算に関する法律（昭和二十五年三月三一日法律第六十一号）」により切り捨てるもの

とする。 

（５）契約金額（及び部分払金）に係る消費税及び地方消費税については、業務完了日（及

び部分完了日）における消費税法及び地方消費税法の税率を適用する。 

（６）本契約期間の受託者による実績が良好である場合、双方協議の上、令和８年度にお

いて、附帯する業務の随意契約を締結する可能性がある。 

以上 


